
　連合は、４月末までの取り組
み状況を踏まえ、第９７回中央委
員会（ ５月２８日）で「２０２６春季
生活闘争中間まとめ」を確認し
た。概要は以下のとおり。

3年連続
５％台の賃上げ

　連合は２０２６春季生活闘争で、
実質賃金の持続的な上昇を伴う
「賃上げノルム」の確立をめざ
し、全体で ５％以上、中小組合
で ６％以上、雇用形態間格差の
是正に向けては７％の賃上げ目
標を掲げて取り組んだ。結果、
３年連続で定昇込み ５％台の賃
上げを実現している。
　また、 ５％以上を獲得した組
合の割合は、２０２２年の １％から、
２０２３年１０ ％、２０２４年３６ ％、２０２５
年４３％、２０２６年４８％へと増加し
た。全体傾向として ４％台から
６％台へ収れんする動きも見ら
れ、賃上げが一部の企業に限ら
れたものではなく、社会全体の
流れになりつつあることを示し
ている。労使が「人への投資」
の重要性を共有し、物価、賃金、
経済を安定した巡航軌道に乗せ
る必要性を確認しながら交渉を
重ねた成果であるといえる。

総合的な生活改善の
取り組み強化に向けて

　定昇を除く賃上げ分は、全体
で３．５１％となっている。日本
全体の実質賃金は２０２２年以降、
対前年比マイナスで推移してき
た。２０２６年に入り物価上昇が落
ち着いたことで実質賃金はプラ
スに転じたが、日本全体の実質
賃金を１％上昇軌道へ乗せるに
は、中小企業や労働組合のない
企業への賃上げ波及が重要であ
り、すべての働く仲間の生活向
上をめざし、引き続き取り組ま
なければならない。
　また、政府の経済見通しと実
績値には乖

か い り

離があり、「物価上
昇を １％程度上回る賃金上昇」
を実現するための経済財政運営
にも課題がある。内外情勢の変
動に対応し、政労使が一層力を
合わせ、国民の生活水準を維持
向上させる必要がある。
　連合は、物価上昇なども考慮
し、すべての労働者の生活向上
をめざし賃上げ原資の配分に関
与することを方針に掲げてき
た。今後も労働組合は、賃上げ
後の賃金カーブ、そして賃上げ
後の賃金と社会保障給付・公共
サービスなどでライフステージ

に対応した生活ができるのか点
検し、政策面とあわせて総合的
な生活改善の取り組みを強化す
る必要がある。

格差是正も前進

　格差是正では、中堅・中小組
合の健闘が目立った。２０２４年、
２０２５年には全体と中小組合の定
昇込み賃上げ率に ０．６ポイン
ト程度の差があったが、２０２６年
は ０．２ポイント差にとどまっ
た。定昇を除く賃上げ分では、
中小組合が３．５７％、中堅組合
が ３．６８％となり、全体の ３．５１
％を上回った。昨年を上回る積
極的な要求を掲げ、粘り強く交
渉した結果である。
　しかし、価格転嫁や適正取引
の進

しんちょく

捗度、産業・企業の業況に
より差が出ている。価格転嫁の
有無で賃上げに約１５００円の差が
生じているとの調査結果もあ
り、サプライチェーン全体で生
み出した付加価値を公正に分配
する仕組みづくりが引き続き課
題となっている。
　連合は、パートナーシップ構
築宣言、価格交渉月間、労務費
転嫁指針、取適法への改正など
に関わり、チェックリストや出
前相談会などを通じて運動面↗�

連合
大阪

持続的な「人への投資」が
不可欠だ
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↘でも取り組みを進めてきた。
だが中企庁の調査では、価格転
嫁率が５割にとどまっており、こ
の現状からすれば、道半ばである。
　また有期・短時間・契約等労
働者の時給引き上げ率は ６．
２６％となり、フルタイム組合員
の平均賃金方式による賃上げ率
５．０５％を上回った。基本給な
ど賃金決定ルールの整備、一時
金支給、企業内最低賃金の引き
上げなども前進している。男女
間賃金格差については、実態把
握と要因分析、手当などの点検
に取り組んだ。引き続き、女性
活躍推進法にもとづく行動計画
の策定促進が必要である。さら
に、男女別の賃金分布の見える
化や仕事の配置・配分、人材育
成における男女の偏りの是正を
労使で進めなければならない。

働き方改善と
人材確保・定着

　働き方の改善でも、産業・企
業の特性を踏まえた要求と交渉
が進められた。休日数の増加、
所定労働時間の短縮、勤務間イ
ンターバル制度の導入など、長
時間労働是正に向けた取り組み
は着実に前進している。人材育
成や教育訓練の充実、定年年齢
の引き上げ、７０歳までの就業確
保、治療と仕事の両立支援、更
年期や不妊治療を対象とする特
別休暇の創設など、働き続けら
れる職場づくりも広がっている。
　改正育児・介護休業法への対
応として、３歳以降の柔軟な働
き方に関する制度導入も各組合
で取り組まれた。子に障がいが
ある場合や医療的ケアが必要な
場合、ひとり親家庭など、多様
な事情を抱える労働者に配慮し
た制度運用が求められる。生産
年齢人口が減少する中、長時間
労働に依存した慣行を改め、誰
もが生活時間を確保し、健康で
安全に働ける環境を整えること

は、人材の確保・定着と生産性
向上の土台とる。

２０２７春闘へつなぐ
重点課題

　持続的な「人への投資」と
「賃上げノルム」の確立・浸透
が重要である。連合は「未来づ
くり春闘」を掲げ、経済成長や
企業業績の後追いではなく、産
業・企業、経済・社会の活力の
原動力となる人への投資を起点
に、経済の好循環を回すことを
めざしてきた。経済社会は変化
しつつあるが、多くの人が生活
向上を実感し、将来への希望と
安心を持てる段階には至ってい
ない。日本全体の実質賃金を持
続的に上昇させ、賃上げのすそ
野をさらに広げ、格差是正にこ
だわる必要がある。
　次に、賃金水準闘争の強化で
ある。物価上昇の折、労働組合
は自らの賃金実態を把握・分析
し、中期の時間軸で社会的水準
との差を検証しながら交渉を進
める必要がある。そのために連
合は、賃金レポートや労働条件
調査、リビングウェイジ改定な
どを通じて、交渉の根拠となる
情報発信を強めている。また、
産業別・職種別の賃金相場形成
の必要性も提起している。

社会対話と
組合づくりを力に

　社会対話の推進も重要であ

る。１～２月を中心に全都道府県
で地方版政労使会議を実施し、
賃上げの機運醸成、取適法や中
小企業支援策の周知を進めた。
次年度に向けては、地域の状況
に応じて、地方連合会が主体的
に準備を進めるとともに、地方
の経済団体や知事との対話活動
を通じて、中小企業の声を直接
把握し、会議のフォローアップ
につなげていく。
　３月の月内回答を引き出した
組合と４月以降の組合では、回
答水準に差があった。交渉環境
や交渉力の違いを踏まえ、構成
組織は中小組合への支援体制を
強化し、ヤマ場への結集度を高
める必要がある。要求・交渉日
程の早期共有、共闘連絡会での
情報交換、交渉支援の強化が求
められる。また、賃上げと組合
づくりを掲げた街頭アピール、
企業訪問、ＳＮＳ発信などを通
じて、労働組合の必要性を社会
に訴えてきた。
　街頭アンケートでは、労働組
合がある会社は賃金が上がると
の認識が多く示された。未組織
企業からの労働相談も増えてお
り、組合づくりへの関心は高ま
っている。引き続き「組織拡大
プラン２０３０」フェーズⅡを推進
し、地域の中小・地場企業で働
く仲間へ、集団的労使関係の意
義を伝え、組織化につなげてい
くことが重要である。

期間

対象者

参加費

　連合運動を学び、構成組織を越えた役職員同士の
交流による気づきを自組織の組合活動に生かせる
次世代リーダーを養成します。

参加者

募集
次世代リーダー養成講座
第14期

1万円
※年齢、組合経験・役職などは問いません
各級組織の次期リーダー候補
2026年 8月～10月
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